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平成 22 年３月期 財務諸表の概況（非連結） 

平成 22 年５月 26 日 

 
会  社  名 株式会社イオン銀行                               ＵＲＬ  http:// www.aeonbank.co.jp/ 
代  表  者 代表取締役社長   片岡 正二           
問合せ先責任者 執行役員企画部長  平子 惠生                ＴＥＬ (03)6703－0661 

定時株主総会開催予定日 平成 22 年６月 29 日            特定取引勘定設置の有無  無 

 

（百万円未満、小数点第１位未満は切捨て）  

１．平成 22 年３月期の業績（平成 21 年４月１日～平成 22 年３月 31 日） 

（１）経営成績 (％表示は対前期増減率) 

 経 常 収 益 経 常 利 益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円   銭 

22 年３月期 

21 年３月期 

12,651  191.1 

4,345  785.4 

△12,898  － 

△20,062  － 

△13,103  － 

△20,179  － 

△7,703  97 

△25,138  46 

 

 業務粗利益 業務純益 
自 己 資 本 

当期純利益率 
経常収支率 預金残高 

 百万円 百万円 ％ ％ 百万円 

22 年３月期 

21 年３月期 

5,958 

1,572 

△13,608 

△20,019 

△29.5 

△77.8 

201.9 

561.6 

637,181 

334,518 

 

（２）財政状態 

 総 資 産 純 資 産 
自己資本比率 

(注１) 
１株当たり純資産 

単体自己資本比率

(国内基準)(注２)

 百万円 百万円 ％ 円   銭 ％

22 年３月期 

21 年３月期 

706,724 

379,402 

52,731 

35,835 

7.4 

9.4 

26,365 67 

25,597 00 

(速報値)20.31 

38.22 

(参考) 自己資本  22 年３月期  52,731 百万円  21 年３月期  35,835 百万円 

(注１)「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。 

(注２)「単体自己資本比率(国内基準)」は、「銀行法第 14 条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本

の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準(平成 18 年金融庁告示第 19 号)」に基づき算出しております。 

 

（３）キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

 百万円 百万円 百万円 百万円 

22 年３月期 

21 年３月期 

151,446 

125,995 

△148,689 

△81,990 

29,895 

39,860 

135,358 

102,706 

 

２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 
第  １ 

四半期末 

第  ２ 

四半期末 

第  ３

四半期末
期末 年間 

配当金総額

（年間） 
配当性向 

総資産 

配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

22 年３月期 

21 年３月期 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

３．その他 

（１）重要な会計方針の変更 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 無 

 ② ①以外の変更        ： 無 

 

（２）発行済株式数 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 22 年３月期 2,000,000 株 21 年３月期 1,400,000 株

② 期末自己株式数 22 年３月期 － 株 21 年３月期 － 株
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．当行の現況に関する事項 

(1) 事業の経過及び成果等 

［主要な事業内容］ 

当行は、ショッピングセンターの高い集客力を活かして、預金業務、個人向け住宅ローンや無担保ロー

ンを中心とした貸出業務、投資信託・個人年金保険・第三分野保険等の窓口販売業務を行うとともに、イ

オンのショッピングセンター等にＡＴＭを設置し、現金入出金、為替業務等を行っております。 

イオンのショッピングセンター内の営業所（以下、「インストアブランチ」）は、お買物のついでに気軽

に立ち寄れる「親しみやすく、便利で、わかりやすい銀行」を目指して、土・日、祝日を含めて原則あさ

９時からよる９時まで年中無休で営業しております。 

 

［金融経済環境］ 

当年度におけるわが国の景気は、新興国の経済成長を背景とした海外経済の改善に伴う輸出や生産の増

加、政府の各種対策による個人消費の回復など、前年度から続く急激な景気の悪化に一部回復の兆しが見

えてきました。しかしながら、設備投資は依然低水準で推移しており、雇用・所得環境も引き続き厳しい

状況が続きました。 

金融環境におきましては、投資家のリスクテイク余力の回復による株式への資金流入により、日経平均

は当年度初めの８千円台から１万円台に向けて徐々に回復してまいりました。一方、企業金融については、

企業の資金繰り状況は改善しているものの、中小企業を中心に依然として厳しさが見られました。 

 

［事業の経過及び成果］ 

こうした経営環境の中、これまで以上にお客さま満足度向上を目指し、取扱商品の拡充やインターネッ

ト等を利用した非対面チャンネルの強化、ＡＴＭ事業の充実、イオンの銀行として特色あるキャンペーン

等を実施しました。 

 

具体的には、新たな商品として、昨年６月に、住宅用太陽光発電システムの導入に伴う費用に加え、そ

の他付随するリフォーム工事に関わる資金にご利用いただける「イオン銀行 ソーラーローン」、12 月には、

入学金、授業料等の学校に納付する資金に加え、教科書代、通学費用等「学校に納付する資金以外の教育

に関する資金」についてもご利用いただける「教育ローン」の取扱を開始しました。 

さらに、インストアブランチのない地域のお客さまにサービスを提供するため、インターネットホーム

ページより、住宅ローンの事前審査申込やカードローンの申込、投資信託の購入・残高照会等がご利用い

ただけるようにしました。 

 

一方、ＡＴＭ事業につきましては、ショッピングセンターへのＡＴＭ設置のほか、イオングループのコ

ンビニエンスストアであるミニストップやドラッグストアのウエルシア等へＡＴＭ設置を行い、当年度末

のＡＴＭ設置台数は 1,641 台（前年度末比 109 台増）となりました。また、提携金融機関は、メガバンク

や地方銀行など銀行 82 行、信用金庫 269 金庫、信用組合 137 組合、労働金庫 13 金庫、証券会社３社、ノ

ンバンク 39 社、合計 543 社（前年度末比 10 社増）となりました。 

 

インストアブランチは、当行が当年度に出店した３店舗に加えて、当行の銀行代理業者であるイオンク

レジットサービス株式会社が銀行代理業店舗として５店舗を出店し、既存のインストアブランチを含めた

拠点数は 67 店舗となりました。なお、グループシナジー効果による営業力強化のため、当行のインスト

アブランチのうち、49 店舗（当年度当行が出店した３店舗のうち２店舗を含む）については、イオンクレ

ジットサービス株式会社が運営する銀行代理業店舗に移管しました。 

 

イオンの銀行ならではのキャンペーンとしては、前年度に引き続き、ＡＴＭのお引出し利用時に「じゃ

んけんゲーム」に勝てば、イオンのショッピングセンター等で利用できるお買物値引券をプレゼントする

「イオン銀行ＡＴＭキャンペーン」や「住宅ローン当初１年固定１％キャンペーン」を実施したことに加

え、「住宅ローン当初７年固定２％キャンペーン」、総合口座 100 万口座突破を記念した「定期預金キャン

ペーン」等を新たに実施しました。 
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さらに、住宅ローンご利用のお客さまにイオンでのお買物が５年間毎日５％ＯＦＦになる（年間の割引

上限額あり）「ＡＥＯＮ ＳＥＬＥＣＴ ＣＬＵＢ（イオンセレクトクラブ）」を立ち上げるなど、グループ

一体となり、お客さま満足度向上に取り組んでまいりました。 

 

以上の結果、当年度の業績は、次のとおりとなりました。 

 

（口座） 

  当年度末の口座数は 1,429,635 口座となりました。 

 

（預金） 

普通預金、定期預金等をあわせました預金の当年度末の残高は 6,371 億円となりました。 

 

（貸出金） 

カードローン、住宅ローン等をあわせました貸出金の当年度末の残高は 1,814 億円となりました。 

 

（有価証券） 

有価証券の当年度末の残高は 2,357 億円となりました。 

 

（総資産） 

総資産の当年度末の残高は 7,067 億円となりました。 

 

（損益） 

損益につきましては、経常損失 128 億円、当期純損失 131 億円となりました。 

 

［当行が対処すべき課題］ 

平成 22 年度は、これまで以上にお客さまの満足度向上を目指し、より質の高いサービスの提供を行う

とともに、さらなる業容拡大を図ることにより、収益拡大を目指します。 

具体的には、銀行代理業者であるイオンクレジットサービス株式会社と連携したインストアブランチの

拡大、キャッシュカード機能・クレジットカード機能・ＷＡＯＮ機能が三位一体となったイオンカードセ

レクトの機能追加、お客さまの資産形成における選択肢拡大のための投資信託ラインアップ拡充等を実施

します。 

一方、コンプライアンス管理、顧客保護等管理を含む内部管理体制の確立を、引き続き経営の重要課題

と位置づけ、強化してまいります。 

当行は、「お客さま第一」を実現するために、お客さまの声を真摯に受け入れ、商品・サービスの拡充

に努めてまいります。 
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２．財務諸表 

（１）貸借対照表 

（単位：百万円） 

 
前事業年度 

（平成 21 年３月 31 日） 

当事業年度 

（平成 22 年３月 31 日） 

資産の部   

現金預け金 103,043 135,981 

現金 56,168 60,988 

預け金 46,874 74,992 

コールローン 70,000 23,000 

買入金銭債権 18,000 114,468 

有価証券 86,656 235,755 

国債 86,656 90,743 

社債 － 66,498 

その他の証券 － 78,513 

貸出金 85,171 181,484 

証書貸付 84,660 180,122 

当座貸越 511 1,361 

その他資産 4,334 7,383 

前払費用 103 86 

未収収益 601 1,458 

その他の資産 3,629 5,837 

有形固定資産 6,683 4,747 

建物 1,120 455 

リース資産 3,553 2,802 

建設仮勘定 7 16 

その他の有形固定資産 2,002 1,473 

無形固定資産 5,618 4,322 

ソフトウェア 5,489 4,313 

その他の無形固定資産 129 8 

貸倒引当金 △105 △418 

資産の部合計 379,402 706,724 
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（単位：百万円） 

 
前事業年度 

（平成 21 年３月 31 日） 

当事業年度 

（平成 22 年３月 31 日） 

負債の部   

預金 334,518 637,181 

普通預金 44,248 96,300 

定期預金 290,107 540,516 

その他の預金 161 364 

その他負債 8,670 16,348 

未払法人税等 148 181 

未払費用 826 2,351 

前受収益 － 0 

リース債務 3 7 

未払金 6,971 11,893 

その他の負債 719 1,913 

賞与引当金 244 206 

役員退職慰労引当金 33 43 

その他の引当金 94 211 

繰延税金負債 6 1 

負債の部合計 343,567 653,993 

純資産の部   

資本金 36,250 51,250 

資本剰余金 33,750 48,750 

資本準備金 33,750 48,750 

利益剰余金 △34,168 △47,271 

その他利益剰余金 △34,168 △47,271 

繰越利益剰余金 △34,168 △47,271 

株主資本合計 35,831 52,728 

その他有価証券評価差額金 3 2 

評価・換算差額等合計 3 2 

純資産の部合計 35,835 52,731 

負債及び純資産の部合計 379,402 706,724 
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（２）損益計算書 

（単位：百万円） 

 

前事業年度 

（自 平成 20 年４月１日 

  至 平成 21 年３月 31 日）

当事業年度 

（自 平成 21 年４月１日 

  至 平成 22 年３月 31 日）

経常収益 4,345 12,651 

資金運用収益 1,668 6,131 

貸出金利息 656 3,046 

有価証券利息配当金 288 1,990 

コールローン利息 677 60 

預け金利息 7 78 

その他の受入利息 38 956 

役務取引等収益 2,231 4,530 

受入為替手数料 98 203 

その他の役務収益 2,133 4,326 

その他業務収益 336 1,146 

国債等債券売却益 11 － 

その他の業務収益 325 1,146 

その他経常収益 109 843 

その他の経常収益 109 843 

経常費用 24,408 25,550 

資金調達費用 1,573 3,603 

預金利息 1,573 3,602 

借用金利息 － 0 

その他の支払利息 0 0 

役務取引等費用 1,090 2,246 

支払為替手数料 52 101 

その他の役務費用 1,037 2,145 

その他業務費用 － 0 

その他の業務費用 － 0 

営業経費 21,526 19,282 

その他経常費用 217 418 

貸倒引当金繰入額 77 313 

その他の経常費用 140 105 

経常損失 20,062 12,898 

特別利益 0 147 

固定資産処分益 － 147 

その他の特別利益 0 － 

特別損失 82 302 

固定資産処分損 82 76 

その他の特別損失 － 225 

税引前当期純損失 20,144 13,054 

法人税、住民税及び事業税 35 48 

法人税等合計 35 48 

当期純損失 20,179 13,103 
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 

 

前事業年度 

（自 平成 20 年４月１日 

  至 平成 21 年３月 31 日）

当事業年度 

（自 平成 21 年４月１日 

  至 平成 22 年３月 31 日）

株主資本   

資本金   

前期末残高 16,250 36,250 

当期変動額   

新株の発行 20,000 15,000 

当期変動額合計 20,000 15,000 

当期末残高 36,250 51,250 

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 13,750 33,750 

当期変動額   

新株の発行 20,000 15,000 

当期変動額合計 20,000 15,000 

当期末残高 33,750 48,750 

資本剰余金合計   

前期末残高 13,750 33,750 

当期変動額   

新株の発行 20,000 15,000 

当期変動額合計 20,000 15,000 

当期末残高 33,750 48,750 

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △13,988 △34,168 

当期変動額   

当期純損失（△） △20,179 △13,103 

当期変動額合計 △20,179 △13,103 

当期末残高 △34,168 △47,271 

利益剰余金合計   

前期末残高 △13,988 △34,168 

当期変動額   

当期純損失（△） △20,179 △13,103 

当期変動額合計 △20,179 △13,103 

当期末残高 △34,168 △47,271 

株主資本合計   

前期末残高 16,011 35,831 

当期変動額   

新株の発行 40,000 30,000 

当期純損失（△） △20,179 △13,103 

当期変動額合計 19,820 16,896 

当期末残高 35,831 52,728 
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（単位：百万円） 

 

前事業年度 

（自 平成 20 年４月１日 

  至 平成 21 年３月 31 日）

当事業年度 

（自 平成 21 年４月１日 

  至 平成 22 年３月 31 日）

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 8 3 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期 

変動額（純額） △4 △1 

当期変動額合計 △4 △1 

当期末残高 3 2 

評価・換算差額等合計   

前期末残高 8 3 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期 

変動額（純額） △4 △1 

当期変動額合計 △4 △1 

当期末残高 3 2 

純資産合計   

前期末残高 16,019 35,835 

当期変動額   

新株の発行 40,000 30,000 

当期純損失（△） △20,179 △13,103 

株主資本以外の項目の当期 

変動額（純額） △4 △1 

当期変動額合計 19,816 16,895 

当期末残高 35,835 52,731 
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

 

前事業年度 

（自 平成 20 年４月１日

 至 平成 21年３月 31日）

当事業年度 

（自 平成 21 年４月１日

 至 平成 22年３月 31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純損失（△） △20,144 △13,054 

減価償却費 2,963 3,166 

貸倒引当金の増減（△） 77 313 

賞与引当金の増減額（△は減少） 2 △38 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 21 10 

その他の引当金の増減（△） 67 117 

資金運用収益 △1,668 △6,131 

資金調達費用 1,573 3,603 

有価証券関係損益（△） △11 － 

固定資産処分損益（△は益） 82 △71 

貸出金の純増（△）減 △84,751 △96,312 

預金の純増減（△） 181,625 302,663 

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △116 △285 

コールローン等の純増（△）減 44,200 △49,465 

資金運用による収入 1,483 5,143 

資金調達による支出 △1,386 △2,210 

その他 1,985 4,035 

小  計 126,004 151,482 

法人税等の支払額 △9 △35 

営業活動によるキャッシュ・フロー 125,995 151,446 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △273,297 △1,068,823 

有価証券の売却による収入 9,983 － 

有価証券の償還による収入 184,730 920,004 

有形固定資産の取得による支出 △2,989 △409 

有形固定資産の売却による収入 － 836 

無形固定資産の取得による支出 △417 △296 

投資活動によるキャッシュ・フロー △81,990 △148,689 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入 39,860 29,895 

財務活動によるキャッシュ・フロー 39,860 29,895 

現金及び現金同等物の増加額 83,864 32,652 

現金及び現金同等物の期首残高 18,841 102,706 

現金及び現金同等物の期末残高 102,706 135,358 

 

 

３．継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 
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個別注記表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証

券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法に

より算定）により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により

処理しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定額法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ２年～18 年 

その他  ２年～20 年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内に

おける利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、自己所有の有形固定

資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

３．繰延資産の処理方法 

株式交付費は、支出時に全額費用として処理しております。 

４．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公

認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権

については、一定の種類毎に分類し、合理的に算出した予想損失率等に基づき引き当てております。破綻

懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当

する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額

を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

（２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事

業年度に帰属する額を計上しております。 

（３）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、当行内規に基づく当事業年度末要

支給額を計上しております。 

（４）その他の引当金 

・ポイント引当金 

 ポイント引当金は、顧客に付与されたポイントの使用による費用発生に備えるため、必要と認められ

る額を計上しております。 

５．リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する事業

年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

６．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、固

定資産に係る控除対象外消費税等はその他の資産に計上し、５年間で均等償却を行っております。 
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追加情報 

（金融商品に関する会計基準） 

当事業年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年３月10日）および「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号平成20年３月10日）を適用しております。 

 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

１．貸出金のうち、延滞債権額は93百万円であります。 

延滞債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息

の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は

同項第４号に規定する事由が生じている貸出金（以下「破綻先債権」という。）及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

２．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は325百万円であります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権

及び３ヵ月以上延滞債権（元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破

綻先債権及び延滞債権に該当しないもの）に該当しないものであります。 

３．延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は418百万円であります。 

なお、１．から３．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

４．為替決済等の担保として、有価証券46,223百万円を差し入れております。 

また、その他の資産のうち保証金は484百万円であります。 

５．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がな

い限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残

高は、3,415百万円であります。これらは全て原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可

能なものであります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金

融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又

は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約後も定期的に予め定め

ている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じて

おります。 

６．有形固定資産の減価償却累計額3,173百万円 

７．１株当たりの純資産額 26,365円67銭 

８．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額27百万円 

９．貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務用機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リ

ース契約により使用しております。 

（１）取得原価相当額 有形固定資産 18 百万円 

 合計 18 百万円 

（２）減価償却累計額相当額 有形固定資産 13 百万円 

 合計 13 百万円 

（３）期末残高相当額 有形固定資産 5 百万円 

 合計 5 百万円 

（４）未経過リース料 １年内 3 百万円 

   期末残高相当額 １年超 1 百万円 

 合計 5 百万円 

（５）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 4 百万円 

減価償却費相当額 4 百万円 

支払利息相当額 0 百万円 
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（６）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（７）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

10．関係会社に対する金銭債務総額 0 百万円 

11．銀行法第 18 条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 

剰余金の配当をする場合には、会社法第 445 条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、

当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として

計上することとしております。 

 

 

（損益計算書関係） 

１．関係会社との取引による収益 

役務取引等に係る収益総額 0 百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額 0 百万円 

関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額 0 百万円 

その他の取引に係る費用総額 8 百万円 

２．1株当たり当期純損失金額 7,703 円 97 銭 

 

 

（株主資本等変動計算書関係） 
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：千株） 

 
前事業年度末 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株式数 
摘要 

発行済株式      

普通株式 1,200 － － 1,200  

Ａ種普通株式 200 － － 200 (注 2) 

Ｂ種普通株式 － 600 － 600 (注 1)(注 2) 
 

合 計 1,400 600 － 2,000  

（注１）Ｂ種普通株式の発行済株式総数の増加 600 千株は、第三者割当による募集株式の発行による増加

であります。 

（注２）Ａ種普通株式、Ｂ種普通株式はいずれも無議決権普通株式であり、配当受領権、残余財産分配請

求権が普通株式と同順位であるほか、普通株式への転換（取得）請求権及び現金による（強制）

取得条項が付されております。なお、Ａ種普通株式については、転換請求の前後において、株券

等所有割合が 20％以上となる場合は、転換請求を行うことができないこととなっております。 

 
（キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行

への預け金であります。 

２．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は次のとおりであります。 

現金預け金 135,981 百万円 

日本銀行預け金を除く預け金 △622 百万円 

現金及び現金同等物 135,358 百万円 
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（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１） 金融商品に対する取組方針 

当行は主に全国のジャスコ、サティ、マックスバリュ等において展開している ATM 事業及びインスト

アブランチを基盤に展開しているローン事業、投資商品等の販売の金融サービス事業を行っております。 
これらの事業を行うため、市場の状況や長短のバランスを調整して、顧客からの預金等によって資金調達

を行っております。また、資金運用については、顧客への貸出金を主として、その他コールローン及び債

券を主体とした有価証券等にて行っております。このように、主として金利変動を伴う金融資産及び金融

負債を有しているため、金利変動によるリスクを管理するために、当行では、資産及び負債の総合的管理

(ALM)を実施しております。 
 

（２） 金融商品の内容及びそのリスク 

当行が保有する金融資産は、主として個人に対する貸付金であり、顧客の契約不履行によってもたらさ

れている信用リスクに晒されております。また、有価証券については債券等であり、それぞれ発行体等の

信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスク等からなる市場リスク等に晒されております。

一方、資金調達手段は主として顧客からの預金であり、当行の財務内容の悪化などにより、支払期日にそ

の支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒されております。 
 

（３） 金融商品に係るリスク管理体制 

当行は、リスク管理を経営の最重要課題のひとつと位置づけ、取締役会がリスク管理に係る最高決定機

関として、定期的にリスク管理状況の報告を受け、基本的事項の決定を行う体制としています。さらに、

リスク管理関係の諸規定を整備し、取締役会の決定した基本方針の下で全行的なリスク管理を行うため、

リスク管理委員会を設置するとともに、全行的なリスク管理の統括部署としてリスク管理統括部を置いて

います。これらのリスク管理体制は、有効性、適切性を検証するために、被監査部門から独立した内部監

査部による内部監査を受ける体制としています。 

① 信用リスクの管理 

当行は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、個別債務者に対する厳正な与信審査・管理を行うこと

で個別債務者の信用リスク管理を行っております。これらの与信管理は与信管理部が個別債務者毎に新規

与信実行時および実行後の自己査定において定期的に行い、常に個別債務者の信用状況を把握するよう努

めております。 
有価証券等の発行体の信用リスクについては審査委員会や投資委員会において審査・審議を行っており、

その結果を定期的に取締役会に報告しております。 
② 市場リスクの管理 

当行は、市場リスク管理に係る体制としては、市場フロント、市場バック、市場ミドル各機能を各々独

立した組織が担当し、業務上の相互牽制を確保しています。 

市場リスク管理に使用するリスク指標としては、金利感応度や予想最大損失額（Value at Risk）を用

い、限度枠遵守状況のモニタリングやストレステストを実施して、その結果を定期的にリスク管理委員会

および取締役会に報告しています。 

③ 流動性リスクの管理 
当行は、流動性リスク管理として、支払準備資産保有比率および資金ギャップ枠を設定し、リスク管理

統括部が日々モニタリングを行い、その結果を定期的にリスク管理委員会および取締役会に報告していま

す。また、運営にあたっては資金効率を考慮しつつも流動性確保にウェイトを置いた管理を行っています。 
 

（４） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件

等によった場合、当該価額が異なることもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 22 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

（1） 現金預け金  135,981 135,981 －

（2） コールローン 23,000 23,000 －

（3） 買入金銭債権 114,468 115,053 584

（4） 有価証券  

満期保有目的の債券 230,553 233,767 3,214

その他有価証券 5,201 5,201 －

（5） 貸出金 181,484  

貸倒引当金（※１） △414  

 181,069 181,861 791

資産計 690,275 694,864 4,589

（1） 預金 637,181 638,410 △1,229

負債計 637,181 638,410 △1,229

（※１） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

 

（注１） 金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（１） 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており

ます。 

（２） コールローン 

コールローンは、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。 

（３） 買入金銭債権 

買入金銭債権は、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。 

（４） 有価証券 

債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。 

（５） 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大

きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新

規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間（１

年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現

在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日にお

ける貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものにつ

いては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿

価額を時価としております。 

 

 

負 債 

（１） 預金 

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、

定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定し

ております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、預入期間

が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており

ます。 
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（注２） 貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。 
 

（注３） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 
（単位：百万円） 

 
1 年以内

1年超 

3 年以内

3年超 

5 年以内

5年超 

7 年以内

7年超 

10 年以内 
10 年超 

預け金 74,992 － － － － －

コールローン 23,000 － － － － －

買入金銭債権 8,600 1,000 53,000 43,865 8,000 －

有価証券  

満期保有目的の債券 － － 27,000 14,100 45,200 148,127

その他有価証券のうち満

期があるもの 5,200 － － － － －

貸出金（※） 10,181 19,805 24,608 24,798 16,809 83,827

合計 121,974 20,805 104,608 82,763 70,009 231,954

（※） 貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない金

額 92 百万円、期間の定めがないもの 1,361 百万円は含めておりません。 

 

（注４） 社債、借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 
（単位：百万円） 

 
1 年以内

1年超 

3 年以内

3年超 

5 年以内

5年超 

7 年以内

7年超 

10 年以内 
10 年超 

預金 498,208 137,047 1,925 － － － 

合計 498,208 137,047 1,925 － － － 

（※） 預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。 
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（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「社債」「その他の証券」のほか、「買入金銭債権」中の貸付債権信託受益権が含まれて

おります。 

１．満期保有目的の債券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 種類 

貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 75,495 77,540 2,045 

社債 59,725 60,304 579 

外国証券 58,913 59,809 895 

その他 70,865 71,458 592 

時価が貸借対照表

計上額を超えるも

の 

小計 264,998 269,112 4,113 

国債 10,046 10,035 △11 

社債 6,773 6,764 △8 

外国証券 19,600 19,313 △286 

その他 35,000 34,991 △8 

時価が貸借対照表

計上額を超えない

もの 

小計 71,419 71,104 △315 

合計 336,418 340,217 3,798 

 

２．その他有価証券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 種類 

貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

債券 5,201 5,201 0 

国債 5,201 5,201 0 

その他 4,603 4,600 3 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 
小計 9,805 9,801 4 

債券 － － － 

国債 － － － 

その他 4,000 4,000 － 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 
小計 4,000 4,000 － 

合計 13,805 13,801 4 
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（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産  

 繰越欠損金 18,569 百万円 

賞与引当金 83  

未払事業税 54  

 貸倒引当金 170  

 その他 279  

繰延税金資産小計 19,157  

評価性引当額 △19,157  

繰延税金資産合計 －  

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △1  

繰延税金負債合計 △1  

繰延税金負債の純額 1百万円 

 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 

法定実効税率 40.68 ％ 

（調整） 

住民税均等割 △0.37 ％ 
評価性引当額の増減 △40.67 ％ 
その他 △0.01 ％ 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.37 ％ 
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その他の財務情報 
 

主要経営指標                                   （単位：百万円） 

 平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

経常収益 490  4,345  12,651  

経常損失 12,231  20,062  12,898  

当期純損失 12,240  20,179  13,103  

資本金 16,250  36,250  51,250  

発行済株式の総数 600,000 株 1,400,000 株 2,000,000 株 

純資産額 16,019  35,835  52,731  

総資産額 173,617  379,402  706,724  

預金残高 152,892  334,518  637,181  

貸出金残高 419  85,171  181,484  

有価証券残高 7,952  86,656  235,755  

単体自己資本比率 39.50 ％ 38.22 ％ 20.31 ％ 

従業員数 636 人 699 人 458 人 

（注）従業員数は、執行役員、受入出向者を含み、臨時雇員および嘱託を含めておりません。 

 

 

粗利益・業務純益等                                （単位：百万円） 

平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 
 

国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計 

資金運用収支 94 － 94 2,206 321 2,527 

役務取引等収支 1,141 － 1,141 2,284 － 2,284 

その他業務収支 336 － 336 1,146 － 1,146 

業務粗利益 1,572 － 1,572 5,636 321 5,958 

業務粗利益率 0.94％ － 0.94％ 1.09％ 1.00％ 1.16％

（注）１．特定取引収支はありません。 

 ２．業務粗利益率は、業務粗利益を資金運用勘定平均残高で除して算出しております。 

 

 

利鞘                                         （単位：％） 

 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

資金運用利回(Ａ) 0.99  1.19  

資金調達利回(Ｂ) 0.81  0.70  

資金利鞘(Ａ)－(Ｂ) 0.18  0.48  

 

 

営業経費の内訳                                  （単位：百万円） 

 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

営業経費 21,526  19,282  

うち人件費 4,913  3,458  

うち物件費 15,998  15,226  

 

 

預金の期末残高                                  （単位：百万円） 

 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

流動性預金 44,248  96,300  

定期性預金 290,107  540,516  

その他預金 161  364  

合計 334,518  637,181  

（注）国際業務部門の預金期末残高はありません。 
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貸出金の期末残高                                 （単位：百万円） 

 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

証書貸付 84,660  180,122  

当座貸越 511  1,361  

合計 85,171  181,484  

（注）国際業務部門の貸出金期末残高はありません。 

 

 

貸出金の使途別残高                                （単位：百万円） 

 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

設備資金 84,660  174,429  

運転資金 511  7,054  

合計 85,171  181,484  

 

 

貸出金の業種別残高                                （単位：百万円） 

 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

個人 85,171  181,481  

小売業 －  2  

合計 85,171  181,484  

 

 

貸倒引当金の期末残高                               （単位：百万円） 

 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

一般貸倒引当金 92  377  

個別貸倒引当金 12  41  

合計 105  418  

 

 

金融再生法ベースのカテゴリーによる開示                      （単位：百万円） 

 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 31  48  

危険債権 －  45  

要管理債権 －  325  

正常債権 85,292  181,271  

合計 85,324  181,691  

（注）上記は「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」に基づくものです。 

 

 

有価証券の種類別の残存期間別残高 （単位：百万円） 

平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 
 

１年以内
１年超 

５年以内 

５年超

10 年以内
10 年超 合計 １年以内

１年超

５年以内

５年超 

10 年以内 
10 年超 合計 

国債 59,716 203 26,735 － 86,656 5,201 － 15,058 70,483 90,743

社債 － － － － － － 5,000 19,199 42,298 66,498

その他 － － 18,000 － 18,000 8,603 76,000 75,965 32,413 192,982

合計 59,716 203 44,735 － 104,656 13,805 81,000 110,223 145,195 350,224
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有価証券の期末残高                                （単位：百万円） 

平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 
 

国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計 

国債 86,656 － 86,656 90,743 － 90,743

社債 － － － 66,498 － 66,498

その他 18,000 － 18,000 114,468 78,513 192,982

合計 104,656 － 104,656 271,710 78,513 350,224

 

 

有価証券の時価等 

①売買目的有価証券 

該当事項ありません。 

 

②満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円） 

平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 
     貸借対照

表計上額
時価 差額 

うち益 うち損

貸借対照

表計上額
時価 差額 

うち益 うち損

国債 26,735 27,225 489 493 3 85,541 87,575 2,033 2,045 11

社債 － － － － － 66,498 67,069 571 579 8

その他 18,000 18,019 19 19 － 184,378 185,572 1,193 1,488 295

合計 44,735 45,245 509 513 3 336,418 340,217 3,798 4,113 315

 

③その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 
     

取得価額
貸借対照 

表計上額 
評価差額

うち益 うち損
取得価額

貸借対照

表計上額
評価差額 

うち益 うち損

国債 59,910 59,920 10 15 5 5,201 5,201 0 0 －

その他 － － － － － 8,600 8,603 3 3 －

合計 59,910 59,920 10 15 5 13,801 13,805 4 4 －

（注）国際業務部門の有価証券残高はありません。 

 

④時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

該当事項ありません。 

 

 

自己資本比率（国内基準） （単位：百万円） 

 平成 21 年３月期 
平成 22 年３月期 

（速報値） 

基本的項目 (Ａ) 35,831  52,728  

補完的項目 (Ｂ) 92  377  

控除項目 (Ｃ) －  －  

自己資本額 ((Ａ)+(Ｂ))－(Ｃ) (Ｄ) 35,924  53,106  

資産（オン・バランス）項目 (Ｅ) 88,984  251,216  

オフ・バランス取引等項目 (Ｆ) －  －  

オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額 (Ｇ) 4,992  10,188  

リスクアセット等 (Ｅ)＋(Ｆ)＋(Ｇ) (Ｈ) 93,976  261,404  

単体自己資本比率(Ｄ)／(Ｈ) 38.22 ％ 20.31 ％ 

参考：Tier1 比率(Ａ)／(Ｈ) 38.12 ％ 20.17 ％ 

 

以 上 


